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【要 約】本稿の目的は、以下の３つの問題意識に応えることにある。第一に、情報システムの変遷
を辿るとともに IT と経営との相互作用という視点から経営情報システム研究の目的や範囲がどのよ
うに変化して来たのであろうか。次々と生まれる IT の革新が経営情報システム研究にどのように影
響を与えたかについて取り上げる。第二に、ITと経営との統合が進む中で、経営情報システム研究は
経営の中に埋没するのであろうか、それとも独自性を保ち得るのであろうか。改めて経営情報システ
ム研究の存在意義について取り上げる。第三に、ITの進展に伴い、これからの経営情報システム研究
の発展可能性をどこに求めたらよいのであろうか。経営情報システム研究について展望する。 
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１．はじめに 
 経営の中で情報通信技術（以下 ITと略称する）が扱われるようになってからまだ日は浅い。
約 50 年前に、コンピュータがビジネスに用いられて以来である。情報自体は、言語や文字の
誕生など有史以来から存在し、ITについても、印刷機械、計算器、電信電話を含めると数百年
前にさかのぼるが、ここでは、経営と ITとが関わりを持つようになって以降の時代を対象とす
る。 
 ITの登場により、1960 年代の後半より経営情報システム研究または経営情報学（論）が盛ん
になったが、必ずしも固有の理論を構築できていないといわれる。ファホーマンドは、1977～
85年の経営情報学関連の論文 536本を分析し、研究方法論が非実証的研究から実証的研究に大
きくシフトしていること、経営情報システムの範囲は明確にされてきたが、ポパー（Popper）
やクーン（Kuhn）の科学哲学の概念に照らして、科学として大きく進歩したとはいえないとし
ている（Farlhoomand，1987，竹村、1999）。このような科学的に厳密な吟味に耐えられるか
どうかを別に、彼は、ノーランの発展段階モデル論文を最初の理論として高く評価している
（Nolan，1979）。 
 確かに、これまでの経営情報システム研究は、絶えず革新する技術の影響のもとで、その重
点が技術に傾斜してきたことは否めないが、より経営学的（戦略論や組織論）視点からの考察
により、経営と ITの統合を試みた理論と実証研究が重要性を増しつつある。 
 本稿では、第一に、情報システムの変遷を辿るとともに ITと経営との相互作用という視点か
ら経営情報システム研究の目的や範囲がどのように変化して来たかについて述べる。第二に、
ITと経営との統合が進む中で、経営情報システム研究は経営の中に埋没するのか、それとも独
自性を保ち得るのか、改めて存在意義について取り上げる。第三に、ITの進展に伴い、これか
らの経営情報システム研究の発展可能性を展望する。 
 
２．経営情報システムの変遷と研究 
（1）経営情報システムの発展段階 
 経営情報システムがどのような発展段階を辿るかについては、前述のとおりノーランの所説
がよく知られている（Nolan，1979）。しかし、このモデルは、汎用コンピュータに加えて、パ
ソコン時代まではカバーしたものの、次なる新技術の予見の困難性により、新たに登場したイ
ンターネットによる技術の波及をカバーすることはできず、次第に顧みられなくなった（島田、
1991、島田＆高原、1993）。 
 経営情報システムの発展段階説については、ノーランのもの以外にも種々の諸説がある（石
川、1989、島田、2002、野口、2004）。そこで、われわれは、ITの発展をベースに発展段階の
各段階を画する特徴的な変数を選んで統合的に捉えるアプロ－チを取っている。それによると、
発展段階は、大きく「汎用（コンピュータ）機の時代」（1950年代後半～1970年代後半）→「PC
（パソコン）の時代」（1970年代後半～1990年代後半）→「インターネットの時代」（1990年
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代後半～）に区分することができる（島田、2000）2）。即ち、汎用機による集中処理形態に始ま
って、WS（ワークステーション）や PC を用いた CSS（クライアント・サーバ・システム）、
そして、インターネット技術を利用したイントラネット、Webコンピュ―ティングなどの分散
処理形態への移行である。ここでは、この発展段階毎にその特徴とともに経営情報システム研
究の目的や範囲がどのように変化して来たかについて述べる。 
 
 
図表１ 情報システムの発展段階 
  
 汎用機時代 PC（パソコン）時代 インターネット 
時代 
ユビキタスネット 
時代 
時期 1950年代後半～ 1970年代後半～ 1990年代後半～ 2010年代前半～ 
処理タイプ 集中 分散 集中・分散 集中・分散 
組織空間 組織内 組織間 組織・個人間 組織・個人・物質間 
システム 
構成要素 
・ホストコンピュータ
・専用端末 
・専用回線 
・サーバ 
・クライアント 
・LAN, WAN 
・Webサーバ 
・Webブラウザ 
・インターネット 
・各種端末 
・各種サーバ 
・各種ネットワーク 
目的 省力化 顧客満足 協働 共生 
研究対象    EDPS 
   MIS 
  EUC，DSS 
  OA，SIS，BPR 
 ネットビジネス 
 情報倫理 
 情報セキュリティ
 知識マネジメント
 競争戦略 
 情報化投資 
? 
 
（2）汎用機の時代 
 「汎用機の時代」では、集中処理により内部情報を主たる対象とし，専門家による開発・運
用という制約があった。価格構成のなかでハードに比べてソフトの比重は低く、同一のベンダ
がハード、ソフト、保守サービスの殆どを、バンドリング（束ね）して提供していた。即ち、
ユーザは、全てのサービスを単一のベンダから購入し、コンピュータ業界は垂直統合の原理に
よって編成されていた。主たるアプリケーション（適用業務）は、生産、販売、人事、会計な
どの基幹系と呼ばれる業務で、組織内の手作業の ITへの置換え（省力化）を目的としていた。
研究の主たる対象は、トランザクション処理とオペレーショナル・コントロールであり、「ＥＤ
ＰＳ論」や「ＭＩＳ論」が唱えられた。 
                                                          
２）野口宏氏（2004）は、われわれの発展段階説を「たいへん興味深い理論であるが、技術思想の革新とい
う枠内における段階区分である」とし、歴史＝社会的区分というより広いパースペクティブからの発展段
階を提唱している。 
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（3）PC（パソコン）の時代 
 この時代は、集中処理に加えて分散処理が可能となり、情報空間は組織内から組織間や外部
取引に拡大した。1981年には IBMが PC製作を決定し、MPU（Micro Processing Unit）
や OS（Operating System）をはじめ大部分の部品を他社から購入した。MPUによって、以
前はコンピュータに多くのチップを使う必要があったが、１枚のチップで全ての種類の PC を
作れるようになったのである。チップ、コンピュータシステム、OS、ネットワーク、アプリケ
ーションのサービスについて各専門のベンダが分担しユーザが選べることができることになり、
業界の競争により低価格化するとともに、ユーザの柔軟性が高まった。コンピュータ価格の中
でハードとソフトの構成比は、汎用機時代の後期には、ソフトの比重が高まっていたが、PC
時代ではさらにその比重が高まった。 
 PCの普及で分散処理が急速に進み、「EUC」（End User Computing）により、コンピュー
タは専門家のものからエンドユーザのものへと移った。PCの生産では業界内で分業が進んだ。
そのため、長い間続いたコンピュータ業界の編成は、垂直統合の原理から次第に水平統合の原
理に変わっていった（Gate，1999）。組織の多くのユーザが PC を利用できるようになり、主
なアプリケーションは、LAN（Local Area Network）を用いたグループウェア、イントラネッ
トなど情報系と呼ばれる分野で、EUC が広まり、IT は組織内外ユーザの支援（顧客満足）を
目的とした。 
 研究の対象は、アンソニー（Anthony）の経営管理の三層モデルとサイモン（Simon）の意
思決定プロセスを援用し、DBやネットワーク技術を用いた「DSS」（Decision Support System）
によるマネジメント・コントロールや戦略的計画に範囲が広がった（Gorry & Scott Morton，
1971）。一方、工場での CAD/CAMなどの FAの進展との対比での「オフィス・オートメーシ
ョン（OA）研究」が行われるようになった。また、従来は、ネットワーク技術利用の制約など
もあって、ITが戦略との関わりで論じられることは殆どなかったが、1980年代半ば頃より IT
を差別化による競争優位の手段として使う SIS（Strategic Information System）概念が台頭
してきた（Wiseman，1985）。 
 これまでの IT 利用が人手で行っていることを機械に代行させる置換型と人間が行う意思決
定を支援する支援型であったのに対して、差別化による競争優位を獲得・持続する戦略型とも
いうべき使い方を生み出した。1980 年代後半から、IT は、戦略の支援や、企業価値を高める
ために用いられ始めた（Davis & Hamilton，1993，Porter，2001）。それらは、①低コスト生
産者になること、②製品・サービスの競争上の差別化、③市場ニッチへの集中、④製品提供ま
たはビジネスユニットの面での成長、⑤製品とビジネスプロセスにおける革新、⑥顧客や供給
者との連携、である。また、1990年代始めには「BPR」（Business Process Reengineering）
が唱えられ、ビジネスプロセスに ITが強く関わることが認識されるようになった（Hammer，
1993）。「ITと経営戦略」や BPRが研究対象に加わったのである。 
（4）インターネットの時代 
 この時代には、共通の通信規約による世界のインターネット・ユーザの相互接続により、コ
ンピュータはコミュニケーション手段としての比重が高まった。1990年代半ばから、企業や団
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体はインターネットの技術でイントラネットやエクストラネットを構築し、全てのアプリケー
ションを共通のインターフェースとしての Web コンピューティングで使用する方向に進んで
いる。そして、コンピュータとは別に発展した携帯電話がインターネットの情報端末として用
いられるようになり、2000年には契約件数で固定電話を上回り、音楽配信、決済機能など利用
の裾野が拡大しつつある。 
 主なアプリケーションは、ネットワークによる EC（Electronic Commerce）、CRM（Customer 
Relations Management）、SCM（Supply Chain Management）など「ネット・ビジネス」を
巡る分野で、組織間、組織・個人間の関係性が重視されるようになり協働をその目的とした。 
 また、「アプリケーション・システム開発方法」も多様化してきた。汎用機の時代には、ウォ
ーターフォール型のような伝統的アプローチが主に利用され、開発に時間を要し、システムの
硬直性をもたらす反面、模倣も難しくしていた。PCの時代以降、伝統的アプローチに加えて、
プロトタイプ、パッケージ、および EUCアプローチが用いられるようになり、今日では、ERP
（Enterprise Resource Planning）などパッケージアプローチが一般化している。しかし、オ
ープン性を持つインターネットの利用、ソフトや開発ツールの革新やモジュール化により、開
発・運用が容易となり、システムの柔軟性をもたらし、後追いもしやすくなった。このことが、
ITのコモディティ化を促すことになってきた。 
 しかし、ITは便利で誰でもが廉価に使えるようになった反面、コンピュータウィルスやハッ
キング、クラッキングなどの不正侵入、破壊・妨害行為などの新たな問題や情報漏洩事故など
の問題が生じ、コンピュータウィルス検出、駆除ソフトの導入、ファイアウォールなどの設置、
ネットワーク監視や不測の事態への迅速な対応体制の整備など設備面、人的面での「情報倫理」
や「情報セキュリティ」など新たな対応が必要となった（島田、2004、島田、2006）。 
 研究対象は、組織間、組織・個人間において情報資源の共有化が進むに伴い、組織に新たな
価値を生み出す「知識マネジメント」（Nonaka & Takeuchi，1995）や、ITが差別化による持
続的な競争優位をもたらすか否かについて、「コア・コンピタンス論」（Prahalad ＆ Hamel，
1990）、「資源ベースビュ－」（Barney，2002）、「ポジショニングビュ－」（Porter，1996）が
論じられるようになる一方で、「情報化投資」（Strassmann，1990，Brynjolfsson，1993，松
島、1999）は経営に寄与しているか否かについて議論されるようになってきた。 
（5）各発展段階と相互の関係 
 発展段階における各時代は、概ね 20年間続き、現在は、「インターネットの時代」であるが、
次なる時代は、2010 年頃から「ユビキタスの時代」が始まるとみられる。ユビキタス
（Ubiquitous）は、ワイザーが提唱した概念で、いつでも、あらゆる所にコンピュータがある
環境を指し、これまでの発展段階を３つの波として捉え、第１の波は「１台の汎用機を複数の
人が使う時代」、第２の波は「１台の PC を１人が使う時代」、そして第３の波は「複数のコン
ピュータを１人が使う時代」としている（Weiser，2006）。われわれの発展段階説と対応させ
ると、「汎用機の時代」は第１の波、「PC の時代」は第２の波に対応する。しかし、第３の波
は「インターネット時代」から既に始まっているとみられ、「ユビキタス時代」には、多くのモ
ノに RFID（Radio Frequency Identification:電波方式認識）タグが付くことから「複数のコ
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ンピュータを１人が使う時代」がさらに促進された状態と言えよう。 
 発展段階と各段階での特徴を振り返ったが、注意を要するのは、「汎用機の時代」から、「PC
（パソコン）の時代」、そして「インターネットの時代」に切り替わったと捉えるのではなく、
汎用機時代に、PC 時代、さらにインターネット時代が重層的に加わったと捉えたほうがよい
ということである（図表２）。 
 
図表２ 情報システムの発展と重層化 
 
 
 
                                 ユビキ 
                                タス時代 
 
 
                          インターネット時代 
 
                        ＰＣ時代 
 
                汎用機時代 
 
 
    1950年代    1970年代    1990年代    2010年代 
     後半      後半      後半      後半 
                  時間  ────→ 
 
 
 以上、発展段階と研究との関連を振り返ったが、経営情報学（論）、または経営情報システム
論の形成の母胎となったのは何であろうか。デービスは、管理会計、経営科学、経営理論、お
よびコンピュータ処理の４つの領域をその母胎としている（Davis，1974）。管理会計が挙げら
れているのは、それが経営者の意思決定のための情報提供を主眼としているからである。また、
デービスは、ゴリー＆スコット・モートンの DSSを更に発展させ経営情報システムの概念化と
集大成を図った（Davis & Olson，1985）。彼は、その構成要素を、オペレーティング要素、意
思決定支援、経営管理、および組織機能であるとしている。ただ、この概念は、当時のアプリ
ケーションを反映し、企業内部の情報システムに焦点がおかれ、ネットワーク技術を用いた企
業間、企業・個人間の情報システムが欠落している。 
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図表３ 経営情報システムの概念的構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）Davis & Olson（1985，p.46）を一部修正． 
 
 一方、涌田は、経営情報論（筆者注：経営情報システム論と同義）を企業経営の場における
情報活動、情報現象をその研究対象として形成されてきたと捉え、研究分野として経営情報管
理論を情報管理の中に包含される一サブシステムと位置づける（涌田、1975）。彼は、経営情
報論の母胎は、科学的管理法であるとし、それが伝統的管理論とインダストリアル・エンジニ
アリング（IE）に引き継がれ、伝統的管理論からは事務管理論、計画・統制論、組織論が派生
し、IEからはシステム論が派生し、それぞれが経営情報論の形成につながっているとしている。
また、これらとは別に、マネジアル・エコノミックスと経営科学も直接的に経営情報論の形成
に影響するとともに、近代経済学や社会学も間接的に影響しているとする。この所説はデータ
ベースやネットワークなどの IT そのものを経営情報論形成の要素から除外しているという問題
点を持つとはいえ、経営情報論を広い視野から捉え、学際性を示している点で示唆的である。 
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図表４ 経営情報論の成立ち 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）涌田（1975）『経営情報管理』，p.5. 
 
 このような経営情報学（論）の持つ学際性は、その独自性のある領域を確立してきたかとな
ると疑問を抱く人は少なくない。経営学そのものがジャングルと言われるのと同様か、それ以
上にジャングルの様相を呈しているともいえる。確かに、これまで内外の多くの研究者は、IT
と経営構造との極めて複雑な関係について分析ツールを開発し、実証研究に取り組んできた。
その作業は、一旦法則性を見出したと思うはじから新たな ITが現れ、説明ができなくなる現象
に悩まされる過程ともいえる（國領、1995）。しかし、一方では、ジャングルの中での、理論
と実証の積み重ねにより確かな研究が結実しつつあるのも事実である。 
 
３．経営情報システムの存在意義と発展可能性 
（1）経営情報システムの存在意義 
 ITと経営との統合が進む中で、経営情報システム研究は経営戦略論や組織論など経営学の中
に埋没するのか、それとも独自性を保ち得るのか、が問われることになる。そこで、その存在
意義について改めて考えてみる。 
 ITは、広範囲なビジネスや組織のプロセスに統合されるので、これらの設計や再設計を果た
すのに大きく関わっている。そして、戦略、ビジネスプロセス、ITの相互関係の重要性が高ま
り、競争優位を実現するために戦略を作成するときには、ビジネスプロセスが競争戦略の一部
になることを配慮するとともに、IT の利用を考慮するようになった。同時に、IT の利用が戦
略の変更を示唆するほか、戦略の決定はビジネスプロセスをリードするが、一方で革新的プロ
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セスは戦略の変更を示唆する（Davis & Hamilton，1993）。 
 ITと経営との相互作用が進み、ITが経営にビルトインされ、両者の統合度が高まるにつれ、
ITは、即、経営と解せられがちである。そうであるなら、学問としての経営情報システム論も、
経営戦略論や組織論などの経営学にビルトインされることから、存在意義が低くなり、埋没し
ていくのではないかという疑問が当然起きてくる。また、ITのコモディティ化が進みつつあり、
戦略面からみても、重要性が失われていくという主張も、この疑問を補強しているようにみら
れる（Carr，2003）。 
 このような疑問を解くことは、とりもなおさず、経営情報システム論が経営戦略論や組織論
に還元できないという独自性を示せるか否かに依存する。 
 実は、この問題は、ITという言葉の登場する遥か以前に事務管理論において、議論されてき
たテーマでもあるのである。事務（ここでは情報処理と同義に捉える）の本質を考える上で、
議論の焦点になるのは、レッフィンゲルとロビンソンの結合機能（linking function）説と、リ
トルフィールドとピータースンの構成要素説である。先ず、レッフィンゲルらは、事務は組織
体における各部門の調整と結合を担うもので、各部門の仕事がうまく行われるように援助する
ものであるとする。彼らの事務の捉え方は、人体にたとえるならば各器官を相互に関連づけて
いる神経組織にたとえられるものであり、各機能を関連づけ、調整し統合する役割を果たして
いるという（Leffingwell & Robinson，1925）。 
 一方、リトルフィールドらは、事務を経営における他の各機能である生産、販売、購買、人
事、技術、財務などと並列に捉えられるものではなく、各機能の構成要素であるとする
（Littlefield & Peterson，1956）。鵜澤は、この構成要素説を敷衍し、次のようにいう。事務
そのものの本質は、他の全ての機能の構成要素としての本質を有し、他の全ての機能の主要遂
行手段として機能する。生産にせよ、販売にせよ、財務にせよ、それらを組織体において機能
させようとすれば、事務なくして不可能なはずである。販売に例をとるならば、引合、受注、
出荷、請求、集金などそれらを構成する業務は全て事務によって成立し遂行される。それらの
業務の固有の技術なり方式はあるにしても、それを実際に発揮する形式としては事務という機
能を経由するのが大部分である。そして、このような性質を持つ事務は、人体にたとえると呼
吸、循環などの生命の基本機能に関わる生理作用に対応する（鵜澤、1977）。 
 結合機能説については、事務が経営構造全体の中でいかに構成され関連づけられるか、また
その性格がいかなるものであるかの分析が不十分であるとの批判がある（野々口、1969）。一
方、構成要素説には、各機能を調整し結合する機能を説明し得ない。このように、両説とも、
他の機能とは同列ではない異質なものであるという独自性を持つという点では一致しており、
いずれも事務の一面を説明できるが、不十分である。ただ、ここでは、事務の性質として、調
整・結合機能と機能の構成要素であるという２つのものがあると指摘できる（島田、1994）。
事務が情報処理に変わり、事務管理が情報管理に変わった今も、その本質は変わっていないこ
とを意味する。 
 一方、IT が経営に深く関わりをもつようになってきた今日、IT の独自性に関して根来は、
次のように主張をする（根来、2005）。ITが組織に与える影響が、生産設備が組織に与える影
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響、技術が戦略に与える影響と本質的な性質において同じであれば、IT独自の経営学的研究は
存在しない。実は、IT の独自性は、事業活動に与える「遍在性」（どこにでも顔を出すこと）
にある。例えば、顧客情報データベースは、営業活動の内容に影響を与えるだけではなく、生
産や開発活動に影響を与える。それも、「データを見て何かをする」という単純な意味ではなく、
営業・生産・開発の「活動手順」そのものを変える。これが ITの遍在性の意味であり、業績向
上や他社との差別化につながるケースでは、事業活動の独自性や模倣困難性に貢献している。
また、「ITがコモディティ化している」、「ITは持続的差別化の源泉にはならない」という議論
に対しては、企業活動によって長年蓄積されてきた「データ」と、「IT と活動の一体性」の２
つの模倣困難性がある。 
 この主張を前述の事務管理論における事務と比較すると、「遍在性」は構成要素に対応し、「IT
と活動の一体性」は調整・結合機能に対応するといえる。このように、経営情報システムの独
自性については、既に事務管理論で唱えられており、ITと経営の融合が深まるにつれ、表見上
は経営学の中に埋没したり、統合されたりするのではないかという疑問があるが、そのような
ことはない。戦略論や組織論などの経営学に還元できない独自性は ITが今後どのように進展す
るとしても、その本質は揺るがないといえよう。 
 
（2）経営情報システム研究の発展可能性 
 伝統的な経営情報システムは、これまで、企業を対象としてきたが、経営環境の変化と IT
の発展により、経営情報システムは企業内から企業間へ、さらに企業・地域（行政、NPO、住
民）間へと外延化し、相互の関係が深まりつつある。したがって、経営情報システム研究はこ
れまでの伝統的な枠組みを超えて、地域などの社会情報システムを視野に入れ学問として再構
築されなければならない。それは、とりもなおさず、「経営」、「情報」、「地域」の三者の統合化
を図ることである。 
 経営学は、生成以来、主として企業を研究対象としてきたが、百年以上経過した今日、その
研究対象も研究内容も格段に拡大している。また、約 50年前に ITが企業などの組織体の経営
に利用されるようになり、経営情報学が生成し発展していった。一方、自治体などの行政組織
においても、企業に遅れて ITの導入が図られ、行政や各種社会情報システムが構築されたが、
社会情報学として確立されるようになったのは最近のことである。その後、経営情報学は IT
の革新とともに、経営と ITとの相互作用を深めつつ、今日に至っている。 
 他方、従来から地域的課題の主たる担い手である自治体は、急速な少子・高齢社会の到来、
財政危機などにより行政サービスを十分に担うことができなくなりつつあり、21世紀の地域経
営は、自治体と NPO、ボランティアとの協働が欠かせないものとなってきた。近年、NPM（New 
Public Management）の潮流にみられるように、効率性を相対的に軽視してきた自治体を中心
に、NPO、ボランティアなどの非営利組織やコミュニティといった「地域」を対象に包含しつ
つ、地域経営（又は公共経営）に、企業経営の手法が導入されるようになってきた。これに伴
って、「経営」は、これまで評価の重点を収益性・効率性、次いで有効性におき、企業などの営
利組織を対象に運営されてきたが、各種コミュニティにおけるステークホルダーとの良好な関
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係を築き社会貢献責任を果たすために、地域経営が重視してきた有効性や公平性の概念を取り
入れることが求められるようになってきている。 
 企業経営と地域経営では目的の相違により評価の重点も異なるが、両組織とも、経営資源利
用の最適化と効率的運営を目指す点では共通性を持っており、両者は相互に補完しつつ発展し
ていくことが一層求められている。また、企業経営、地域経営とも、経営に ITを用いた情報シ
ステムをいかに活用していくかが課題とされ、両組織の垣根をより低くして連携し、相互補完
を促進する手段が情報システムにほかならない。 
 それは、次のように要約できる。経営環境の変化と ITの発展により、企業内から企業間へ、
さらに企業・地域（行政、NPO、住民）間へと「経営」の対象は広がりつつある。そこで、経
営情報学は、企業、地域という各経営主体における部分的最適化を目指すのではなく、経営と
いう統一的な展望と方向性のもとに、これまでの伝統的な枠組みである企業経営のみを対象と
するのではなく、「地域」などの行政、社会情報システムを視野に入れた新しい地平を切り開く
学問として再構築されなければならない３）。 
 
図表５ 経営情報学専攻（博士後期課程） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                          
３）2005年 4月，摂南大学経営情報学専攻博士後期課程は、このような構想を実現するために開設された。 
（学）大阪工大摂南大学『摂南大学経営情報学研究科経営情報学専攻課程変更認可申請書』2004年 6月 30日. 
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４．おわりに 
 インターネットの時代の次に登場するのは、ユビキタスネットの時代（2010年代～）とみら
れる。それは、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」ネットワークにつながり情報の自在な
やりとりを行う時代として描かれている（坂村、2002、総務省、2005）。 
 情報システムは組織内から組織間、個人間、組織・個人間へと情報空間を広めてきたが、や
がて到来する時代では、さらに組織・個人・物質間へと広がる。種々のモノに通信機能が付く
ことにより、「人とモノ」や「モノとモノ」の間で情報を自在にやりとりができ、今後の社会で
の課題解決での潜在能力は極めて高い。そこでは、新しいライフスタイルの創造と安全・安心・
快適な生活のための社会情報システムの構築が求められる。 
 ただ、「ユビキタスネットの時代」が健全に発展するためには種々の克服すべき課題もある。
ユビキタス社会は、とかくバラ色に描かれがちであるが、期待が大きすぎると落胆も大きい。
ここでも、情報システムの歴史から学ぶことができる。 
 1960年代半ばに米国でも、日本でも MISブームが起きた。そこで唄われていた経営情報シ
ステムは、経営の「あらゆる階層に」対して、「必要なときに」、「必要な情報」が、「容易に」
提供されるシステムと描かれていたのである。しかし、当時それを裏付ける技術はなくMISは
MYTH（幻想）に終わった教訓がある。われわれは、日常の倫理観を持って、技術的限界を見
極めつつ、ユビキタス社会のルールの確立をしていかなければならない。 
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